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企業の事業活動を促進し雇用機会の増大など雇用の安定を図るため、在籍型出向による労働
者のスキルアップや景気の変動、産業構造の変化等の理由により、事業活動の一時的な縮小を
余儀なくされた事業主が行う、生産性向上に資する取組等を人材の確保・育成の面から効果的
に促すため、当該事業主に雇用される労働者の雇用の安定と新たな人材の円滑な受け入れを支
援する制度です。

※助成金の詳細につきましては、厚生労働省 HP「産業雇用安定助成金」をご確認ください。

【対象となる事業主】
労働者のスキルアップを在籍型出向により行い、出向から復帰後６か月間の各月の賃金を出向

前と比較していずれも 5％以上上昇させた出向元事業主及び出向を受け入れた出向先事業主
【助成内容】
出向元・出向先双方の事業主に対して、出向中の労働者の賃金の一部を助成します。
※企業グループ内出向は対象外です

中小企業 中小企業以外
助成率 2/3 1/2
助成額 ＜出向元事業主＞

出向労働者の出向中の賃金のうち出向元が負担した額×助成率
＜出向先事業主＞
出向労働者の出向中の賃金のうち出向先事業主が負担した額×助成率

上限額 8,870 円/1 人 1日当たり ※令和 7年 8月 1日現在
（1事業所 1年度あたり 1,000 万円まで）

【対象となる事業主】
独立行政法人中小企業基盤整備機構の実施する「事業再構築補助金」またはものづくり補助金

事務局の実施する「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」の事業計画書の申請を
行い、当該ものづくり補助金の採択および交付決定を受けている事業主
【助成内容】
・対象労働者に支払った賃金の一部に相当する額として、一人当たり、中小企業は 250万円
（125 万円×2期）、中小企業以外の場合は 180万円（90 万円×2期）を助成
・一事業所あたり 5人分の支給が上限
※雇い入れから 6か月を支給対象期の第１期、次の６か月を第２期として、６か月ごとに２回に分けて支給します。

中小企業 中小企業以外

助成額 ２５０万円／人
（１２５万円×２期）

１８０万円／人
（９０万円×２期）

助成対象期間 １年
・助成率は、大企業 1/2 中小企業 2/3
・教育訓練を実施した場合は、1人 1日あたり 1,200 円を加算します。

スキルアップ支援コース
詳細な情報は右から

産業雇用安定助成金

産業連携人材確保等支援コース

高年齢者（６０歳以上）や障害者などの就職が特に困難な者を、ハローワークまたは民間の職

業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対して助成

するもので、これらの方の雇用機会の増大および雇用の安定を図ることを目的としています。

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）

下記の「対象となる事業主」に該当する事業主が、次の条件により雇い入れた場合に受給すること

ができます。

１． ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により雇い入れること

２． 職業紹介を受けた日に雇用保険の被保険者でない者など失業の状態にあるものを雇い入れる

場合(重度障害者、４５歳以上の障害者、精神障害者を週の所定労働時間が30時間以上で雇

い入れた場合を除く)

３． 雇用保険の一般被保険者又は高年齢者被保険者として雇い入れ、継続して雇用することが雇

入れ時点で確実であることが雇用契約書等の書面からも認められること

※対象労働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して２年以上

（重度障害者等を短時間労働者以外として雇い入れる場合にあっては３年以上）であることをいいます。

４． 次のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。

（１）ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介を受ける前に、雇入れに向けた選考

を開始していた対象労働者を雇入れる場合

（２）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業所との関係において、

次のいずれかに該当する場合

①雇入れ事業所と雇用、請負、委任の関係にあった場合、または、出向、派遣、請負、委任の

関係により当該雇入れ事業所において就労したことがある場合

②雇入れ事業所において、通算して３か月を超えて訓練・実習等を受講したことがある場合

（３）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業所の事業所で職場適練（短

期の職場適応訓練を除く）を受けたことがある場合

（４）対象労働者の雇入れ日の前日から過去１年間に、対象労働者と雇用、請負、委任の関係に

あった事業主、出向、派遣、請負、委任の関係により対象労働者を事業所において就労させた

ことがある事業主、対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したことがある訓練・実習等

を行っていた事業主（以下「関係事業主」という。）と同一の事業主が雇入れる場合又は、資

本的・経済的・組織的関連性等からみて関係事業主と密接な関係にある事業主が当該対象労

働者を雇い入れる場合

※ただし、対象労働者が身体障害者、知的障害者、精神障害者のいずれかに該当し、かつ、

雇入れに係る事業所がＡ型事業所であり、対象労働者をＡ型利用者として雇い入れる場合に

は、対象労働者の雇い入れ日の前日から過去３年間となります。

（５）対象労働者が、雇入れ事業所の事業主または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以

内の血族および姻族）である場合

（６）対象労働者が、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介の時点における条件

とは異なる条件で雇い入れられた場合で、当該対象労働者に対し労働条件に関する不利益また

は違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについての申し出があっ

た場合

対象となる措置
詳細な情報は右から


